
（平成２２年２月１７日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 9 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 6 件

年金記録確認宮城地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



宮城厚生年金 事案 1212 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 24 年５月１日から同年８月 21 日まで

の期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めら

れることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を同年５月１

日に訂正し、当該期間に係る標準報酬月額を 8,000 円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 21 年８月から 22 年４月まで 

             ② 昭和 24 年５月１日から同年８月 21 日まで 

             ③ 昭和 25 年２月から同年８月まで 

    私は、昭和 21 年８月中旬に前の会社を退職後、すぐにＢ社に入社し

たので、厚生年金保険に９か月の未加入期間があることに納得できない。 

また、昭和 24 年５月にＢ社から関連会社のＡ社に異動を命じられて

勤務したが、３か月の未加入期間があることに納得できない。 

さらに、昭和 25 年２月から同年８月までは、Ｃ社に勤務したが、厚

生年金保険に未加入となっていることに納得できない。 

それぞれの申立期間を厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②については、申立人の記憶及び同僚の証言から判断すると、

申立人が申立てに係るグループ会社に継続して勤務し（Ｂ社からＡ社に異

動）、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

なお、異動日については、昭和 24 年５月１日にＢ社からＡ社に異動し

た複数の同僚は、「申立人は、同じ時期にＡ社に異動した。」と証言して

いる上、当該複数の同僚は、Ａ社において同年５月１日に厚生年金保険の



被保険者資格を取得していることから、申立人の異動日についても同日と

することが妥当である。 

   また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社におけ

る昭和 24 年８月の社会保険事務所（当時）の記録から、8,000 円とする

ことが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

当該事業所は、昭和 33 年 12 月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっており、当該事業所を承継した事業所も既に解散している上、申立期

間当時の事業主及び事業所を承継した役員も既に死亡、又は所在が不明で

あることから、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無く、明らかで

ないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 

一方、申立期間①について、同僚の証言から、申立人がＢ社に勤務して

いたことは推認できる。 

しかし、Ｂ社における資格取得日が申立人と同じ昭和 22 年５月１日で

ある複数（５名）の同僚から入社年月日を聴取したところ、21 年８月に

入社したとする同僚（１名）は、申立人も同時期に入社したと述べており、

夫婦で勤務していた同僚（２名）及び姉妹で勤務していた同僚（１名）は、

夫婦、姉妹ともに資格取得日は 22 年５月１日であるが、それぞれの夫や

妹は１年以上前から勤務していたと述べている。これらのことから、同社

は当時、一定期間内に入社した者をまとめて同年５月１日に厚生年金保険

に加入させたものと考えられる。 

また、厚生年金保険の記号番号払出簿で、昭和 22 年５月１日に申立人

を含む 21 名に対し、記号番号が払い出されていることが確認できる上、

当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認したが、申立

期間①に被保険者資格を取得した者の健康保険の番号に欠番が無く、申立

人の氏名は見当たらない。 

さらに、当該事業所は昭和 24 年８月 10 日に厚生年金保険の適用事業所

ではなくなっており、当時の事業主の所在も不明であることから、申立人

の申立期間①に係る勤務実態や厚生年金保険の加入状況について確認する

ことができない。 

申立期間③について、同僚の証言から、申立人の勤務期間の特定をする

ことはできないが、Ｃ社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ｃ社は、「当時の資料を保存しておらず、確認資料が無いため

当時の状況については不明である。」としており、当該事業所における勤



務実態や厚生年金保険の加入状況について確認することができず、同僚か

らも申立期間③における申立人の保険料控除については証言が得られなか

った。 

また、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認した

が、申立期間③に被保険者資格を取得した者の健康保険の番号に欠番が無

く、申立人の氏名は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間①及び③における厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び③に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1214 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、Ａ社における申立人の被保険者記録の

うち、申立期間に係る資格喪失日（昭和 48 年３月 21 日）及び資格取得日

（昭和 48 年７月 11 日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を２万

8,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48 年３月 21 日から同年７月 11 日まで 

昭和 48 年２月３日から現在までＡ社Ｂ工場に勤務しているが、厚生

年金保険の加入期間について社会保険事務所（当時）に照会したところ、

48 年３月 21 日から同年７月 11 日までの４か月間の厚生年金保険の加

入記録が無い旨の回答をもらった。 

    私は、入社以来、一度も退職したことは無く、現在も勤務しているの

で、申立期間を厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、社会保険事務所の記録では、Ａ社において昭和 48 年２月 21

日に厚生年金保険の資格を取得し、同年３月 21 日に資格を喪失後、同年

７月 11 日において再度資格を取得しており、同年３月から同年６月まで

の申立期間の被保険者記録が無い。 

しかし、事業主から提出された社員台帳及び厚生年金加入証明書並びに

申立人の上司等の証言から、申立人が申立期間においてＡ社に継続して勤

務していることが認められる。 

また、当該事業所において総務関係事務を担当していた同僚は、「申立

人は、昭和 48 年２月の入社以降、一度も退職すること無く、現在も勤務

している。」と証言している。 



さらに、当該事業所の取締役は、「Ｂ工場は昭和 48 年２月にＣ町に仮

工場として稼働し、同年７月から本格稼働したがその間、誰も退職してい

ないはずである。給与も支給しており、保険料も控除していたのは間違い

ない。」と証言している。 

加えて、事業主は、「申立人は、正社員である。昭和 48 年２月 21 日に

厚生年金保険の被保険者資格を取得し現在に至る全期間について、被保険

者であり保険料も控除していた。」と証言している。 

なお、Ｃ町が保管する申立人の国民年金被保険者名簿によると、申立人

は、20 歳となった月から昭和 49 年９月までの期間、国民年金に加入し保

険料をすべて納付していたが、同年９月ごろに 48 年２月 21 日から当該事

業所において厚生年金保険に加入していることが判明したため、申立人に

対し重複加入となっていた同年２月から 49 年９月までの 20 か月分の国民

年金保険料が還付されていることが確認できる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社における

昭和 48 年２月の社会保険事務所の記録から、２万 8,000 円とすることが

妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届や取得届が提出されていな

いにもかかわらず、社会保険事務所がこれを記録することは考え難いこと

から、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及び取得の届出

を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 48 年３

月から同年６月までの保険料の納入の告知を行っておらず（社会保険事務

所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当し

た場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



宮城厚生年金 事案 1217 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ事業所における厚生年金保険被保険者資格の取得日は、昭和

21 年４月１日であると認められることから、申立期間に係る厚生年金保

険被保険者資格の取得日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、210 円とすることが妥当で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 21 年４月１日から同年５月１日まで 

昭和 21 年４月にＢ法人Ａ事業所職員として採用され、厚生年金保険

被保険者証と年金手帳にも資格取得年月日が同年４月１日と記載されて

いるが、社会保険事務所（当時）の記録では同年５月１日資格取得とな

っており、１か月の間違いがあるので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ法人が提出した申立人の「在籍期間証明書」、同法人からの回答及び

複数の同僚の証言により、申立人が同法人Ａ事業所（厚生年金保険の適用

事業所名は、Ａ事業所）に昭和 21 年４月１日から継続して勤務していた

ことが認められる。 

また、Ａ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び厚生年金保険

の記号番号払出簿では、申立人の資格取得日は昭和 21 年５月１日となっ

ているものの、申立人が所持するＣ県発行の厚生年金保険被保険者証には、

「資格取得年月日」欄に「昭和 21 年４月１日」と記載されていることが

確認できる。 

さらに、申立人が所持する年金手帳には、Ｄ社会保険事務所を示すスタ

ンプが押印されている上、「初めて被保険者となった日」欄に「昭和 21

年４月１日」と記載されていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、昭和 21 年４月１日に厚生年

金保険被保険者の資格を取得した旨の届出をＣ県に行い、その届出に基づ



き同県が申立人の厚生年金保険被保険者証を発行したものの、記号番号払

出簿及び被保険者名簿の記録の処理を誤ったと考えられることから、申立

人のＡ事業所における厚生年金保険被保険者資格取得日は、同年４月１日

であると認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、健康保険厚生年金保険被保

険者名簿の昭和 21 年５月の記録から、210 円とすることが妥当である。 



宮城国民年金 事案 1057 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60 年 10 月から 62 年３月までの期間及び平成３年７月か

ら４年９月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 60 年 10 月から 62 年３月まで 

② 平成３年７月から４年９月まで 

    私は、昭和 52 年ごろＡ市の職員の勧めで国民年金に加入し、保険料

を自宅に集金に来ていた国民年金協力員に納付していたはずである。 

また、平成３年ごろ国民年金協力員から、満 60 歳になったが引き続

き保険料を納付すれば将来受給できる年金額が多くなると説明されたの

で 65 歳まで保険料を納付していたはずである。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 52 年に国民年金に加入してから一貫して国民年金保険

料を自宅に集金に来ていた国民年金協力員に定期的（２か月おきぐらい）

に納付していたはずであると主張している。 

しかし、オンライン記録及びＡ市が保管する国民年金被保険者名簿（紙

名簿）により申立人の保険料納付状況をみると、ⅰ）６か月分をまとめて

納付していることが８回（昭和 52 年 10 月から 53 年３月まで、54 年４月

から同年９月まで、55 年４月から同年９月まで、同年 10 月から 56 年３

月まで、57 年４月から同年９月まで、58 年４月から同年９月まで、同年

10 月から 59 年３月まで、及び 60 年４月から同年９月まで）、ⅱ）９か

月分をまとめて納付していることが１回（昭和 56 年４月から同年 12 月ま

で）、ⅲ）１年分をまとめて納付していることが１回（昭和 59 年４月か

ら 60 年３月まで）確認できる上、昭和 62 年４月から 63 年３月までの期

間については過年度納付していることが確認できることから、申立人の主



張に信ぴょう性は認められない。 

また、申立期間②について、昭和 60 年法律第 34 号による改正後の国民

年金法が 61 年４月１日施行されたことにより、60 歳に達した者も任意加

入できることとなったところ、オンライン記録及びＡ市が保管する国民年

金被保険者名簿（電子データ）によれば、申立人は平成４年 10 月 27 日に

任意加入被保険者として国民年金被保険者資格を再取得したことが確認で

きることから、申立期間②については、未加入期間であり、国民年金保険

料を納付することはできない。 

このほか、申立人が、申立期間①及び②について国民年金保険料を納付

していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申

立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたも

のと認めることはできない。 



宮城国民年金 事案 1058 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成８年２月から 13 年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年２月から 13 年１月まで 

国民年金保険料の納付記録を照会したところ、申立期間の保険料につ

いて、社会保険事務所（当時）から納付事実が確認できなかったとの回

答をもらった。 

私は、社会保険事務所から、60 歳から 65 歳まで国民年金保険料を継

続して納付することを勧められ、平成８年２月ごろ加入手続をした。申

立期間の保険料は、納付書により銀行で納付していたので申立期間を納

付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の保険料を納付書により銀行で納付していたと主張

しているが、オンライン記録及びＡ市の資格得喪記録（電子データ）のい

ずれにも、申立人が 60 歳に到達し国民年金被保険者の資格を喪失して以

降、新たに資格を取得した形跡はみられないことから、申立期間は未加入

期間であり、納付書が発行されることは無く、国民年金保険料を納付する

ことはできない。 

また、申立期間は 60 か月と長期間にわたっている。 

さらに、申立人が申立期間について保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1059 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47 年 10 月から 50 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47 年 10 月から 50 年３月まで 

昭和 47 年 10 月ごろ、それまで勤めていたＡ県内の会社を辞め、Ｂ県

Ｃ市にある事業所に勤めることとなり、その時、当該事業所の経営者の

妻から厚生年金保険には加入していないので国民年金に入るよう勧めら

れ、加入した。 

申立期間当時は、事業所に住み込みで、給料のほとんどは使わず残っ

ていたので、国民年金保険料を納付できないような状態ではなく、定期

的に近所のＣ市の支所で保険料を納付していた。 

申立期間が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿及びオンライン記録によれば、申立人の国

民年金手帳記号番号は昭和 50 年 11 月 29 日に払い出され、申立人が厚生

年金保険被保険者資格を喪失した 47 年 10 月１日にさかのぼって国民年金

被保険者の資格取得日（はじめて被保険者となった日）とされていること

が確認できる。 

また、この払出日時点で、申立期間の一部は時効により納付できない期

間であり、別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

さらに、申立人が国民年金に加入した当初に交付されたとする年金手帳

は、昭和 49 年 11 月以降に加入手続を行った者に交付されていた３制度共

通の年金手帳であることから、47 年 10 月ごろに加入手続を行ったとする

申立人の主張と合致しない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1211 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 28 年４月１日から同年 11 月１日まで 

             ② 昭和 28 年 12 月 21 日から 30 年２月 15 日まで 

    私は、昭和 28 年４月から 30 年３月まで、Ａ社に継続して勤務したが、

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

加入期間は 28 年 11 月１日から同年 12 月 21 日までの期間、及び 30 年

２月 15 日から同年３月 10 日までの期間であるとの回答をもらった。 

運転手として継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の

加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚及び元役員の証言から、勤務期間の特定までは至らないが、申立人

がＡ社に勤務していたことを推認することはできる。 

しかし、申立人は、当該事業所に自動車運転手として勤務したとしてい

るが、申立人の運転免許取得時期は昭和 29 年 10 月であることが確認でき

ることから、申立内容に不自然さがうかがわれる。 

また、申立期間①について、複数の同僚から、「私も入社した時期と厚

生年金保険の加入時期が異なっている。厚生年金保険の未加入期間は見習

期間と思われ、その期間は、数か月から半年ぐらいであったと思う。」と

の証言や、「私は、昭和 28 年３月 20 日に大学を卒業し、その後入社した

が、厚生年金保険の加入は、同年８月１日であった。」との証言が得られ

た。元役員も、「申立期間当時も社員採用時には、数か月間の見習期間が

あったと思う。」と証言している。これらの証言から、当該事業所では、

入社後一定の見習期間が存在し、同期間は厚生年金保険に加入させていな

かったものと推認される。 



一方、申立期間②について、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿によると、申立人と同じ昭和 28 年 11 月１日に被保険者資格を

取得した同僚５名のうち４名が短期間（１か月間１名、２か月間２名、３

か月間１名）で資格喪失していることから、申立期間②当時は、これらの

者は短期間の雇用であったことが推認できる。 

また、厚生年金保険番号払出簿によると、申立人が昭和 30 年２月 15 日

に、当該事業所において再度厚生年金保険の被保険者資格を取得した際の

厚生年金保険の記号番号は同年２月 26 日に払い出されており、申立人が

当該事業所で 28 年 11 月１日に資格を取得した際の番号と異なっているこ

とが確認できる。 

さらに、当該事業所は、平成 17 年に解散しており、また、申立期間当

時の社長は既に亡くなっていることから、申立てに係る事実を確認できる

関連資料等は見当たらない。 

このほか、申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1213 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 平成 15 年６月 28 日から同年 11 月 27 日まで 

私は、Ａ社の代表取締役及び清算人として平成 15 年 11 月 26 日まで

勤務したが、社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を確認

したところ、14 年４月１日から 15 年６月 28 日までとの回答をもらっ

た。 

申立期間当時の厚生年金保険関係事務は総務部長がすべて行っていた

ため、私は全く関与していない。当時の給与明細書等は保管していない

が、申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   商業登記簿及び株主総会議事録により、申立人は平成 15 年６月 30 日ま

では当該事業所の代表取締役であり、同年６月 30 日から同年 11 月 26 日

までは清算人に就任していたことが確認できる。 

   しかし、オンライン記録によると、当該事業所は、平成 15 年 10 月１日

に厚生年金保険の適用事業所でなくなったことが確認できる。 

一方、厚生年金保険料の控除について、当該事業所の元総務部長は、

「厚生年金保険料は翌月の給料から控除していた。また、申立人が平成

15 年６月 30 日に就任した清算人としての勤務は非常勤であり、厚生年金

保険には加入していなかったと記憶している。」と証言しているところ、

申立人から提出された「平成 15 年分の所得税の確定申告書」に記載され

ている社会保険料控除額 52 万 5,536 円は、当該事業所における平成 14 年

12 月から 15 年５月までの厚生年金保険料と健康保険料の合計額と一致し

ており、申立期間に係る厚生年金保険料は控除されていなかったことが確

認できる。 



また、当該事業所が加入していた厚生年金基金での申立人の加入期間も

オンライン記録と同一となっていることが確認できる。 

さらに、申立人は、平成 15 年７月から２年間、健康保険の任意継続被

保険者であったことを記憶しているところ、オンライン記録からも同年６

月 28 日に健康保険の任意継続被保険者の資格を取得したことが確認でき

る。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1215 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54 年３月９日から 55 年１月 10 日まで 

私は、昭和 53 年５月に母親が勤務していたＡ社Ｂ事業所に入社した。

毎年、冬期間の１月 10 日ごろから３月 10 日ごろまではＢ事業所は閉鎖

されるため、その期間は失業保険を受給し、国民年金に加入し、営業再

開と同時に厚生年金保険に加入していたはずである。 

私は、このような形態で３年間勤務したので、申立期間の厚生年金保

険の加入記録が無いことには納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録から、申立人が申立期間のうち昭和 54 年７月１日から

55 年１月９日までの期間、Ａ社に勤務していたことは確認できる。 

しかし、申立人の記憶する同僚は、「申立人と一緒に勤務したことは記

憶しているが、勤務時期等についてはよく分からない。」としている。 

また、申立人は、勤務していたＢ事業所が閉鎖される冬期間（毎年１月

10 日ごろから３月 10 日ごろまで）は国民年金に加入し営業再開と同時に

厚生年金保険に加入していたとしているが、国民年金手帳記号番号払出簿

によると、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 54 年４月 10 日に払い出

されていることが確認できる。 

さらに、申立人が保管する国民年金保険料納入通知書兼領収証書による

と、昭和 54 年４月 11 日に同年１月から同年３月までの国民年金保険料を

納付していることが確認できる上、オンライン記録では、同年４月から

55 年２月までの保険料もすべて納付していることが確認できる。 

加えて、当該事業所は平成５年１月 10 日に厚生年金保険の適用事業所

ではなくなっており、当時の事業主の連絡先は不明である上、経理担当者



の氏名も特定することができず、申立てに係る事実を確認することができ

ない。 

なお、当該事業所の被保険者原票において、申立期間における健康保険

の番号に欠番は無く、申立人の氏名は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1216 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58 年 10 月１日から平成元年３月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた当時の厚生年金保険加入期間に

ついて社会保険事務所（当時）に照会したところ、昭和 58 年 10 月１日

から平成元年３月１日までの加入記録が無いとの回答を得た。 

しかし、私は、Ａ社に昭和 56 年３月１日に入社してから社名がＢ社

に変わった後の平成４年 12 月 31 日まで継続して勤務していたので、厚

生年金保険の加入期間に空白期間があるのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社における申立人の雇用保険加入記録は、昭和 55 年 11 月 29 日取得、

平成４年 12 月 31 日離職と記録されていること、及び同僚の証言から、申

立期間当時、申立人は同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ｂ社では、申立期間当時の資料が保存されていないため、申立

人の厚生年金保険料の控除等については不明と回答している。 

また、オンライン記録では、Ａ社において申立期間の前後に厚生年金保

険被保険者の記録がある６人のうち４人は被保険者期間の途中で空白期間

が認められ、この４人のうち２人は、厚生年金保険の空白期間に国民年金

に加入しているが、その期間も同社に継続して勤務していたと証言してお

り、その中の１人は、勤務期間の途中で、厚生年金保険を脱退して国民年

金に加入してくれと同社から言われたと証言している。 

さらに、複数の同僚は、申立期間当時のＡ社では、厚生年金保険に加入

していない者が相当数いたと証言しているほか、同僚の１人は、同社に入

社したとする日の約４か月後に厚生年金保険の被保険者資格を取得してい

ることが確認できることから、当該事業所は、厚生年金保険の加入の取扱



いについて、従業員ごとに区別していたことがうかがえる。 

加えて、Ａ社における申立人の被保険者原票には、健康保険被保険者期

間中の昭和 55 年２月 12 日初診の疾病について、申立期間中の 60 年２月

11 日までの継続療養給付が承認されたとみられる記録が確認できる。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1218 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 14 年 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55 年４月から平成元年３月まで 

    Ａ社における昭和 55 年４月から平成元年３月までの厚生年金保険の

標準報酬月額が 11 万 8,000 円から 22 万円と記録されていることが分か

った。当時の標準報酬月額は 30 万円だったはずだから、社会保険事務

所（当時）によってさかのぼって改ざんされたのではないかと思うので、

調査してほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の妻は、申立期間当時、申立人が月額 30 万円以上の報酬を得て

いたと主張しているものの、具体的な報酬月額の記憶が無い上、申立期間

当時の報酬月額が分かる資料が存在しないため、申立てに係る事実を確認

することができない。 

   また、申立人の妻は、申立期間当時、申立人がＡ社の代表取締役であっ

たことから、オンライン記録における標準報酬月額が低額であり、社会保

険事務所において改ざんが行われたのではないかとも主張しているが、

ⅰ）申立期間当時同社において厚生年金保険被保険者資格を取得している

全員の標準報酬月額を確認したところ、申立期間の全期間を通じて申立人

の標準報酬月額が最高額であること、ⅱ）申立人の標準報酬月額は、昭和

58 年７月１日に 11 万 8,000 円から 22 万円に増額改定されていること、

ⅲ）健康保険厚生年金保険被保険者原票及びオンライン記録においても、

申立人の標準報酬月額がさかのぼって訂正された形跡は見当たらないこと



から、申立人の標準報酬月額の推移に特段不自然な点は見られず、社会保

険事務所において、不合理な処理が行われたとは言い難い。 

   さらに、Ａ社は既に解散しているところ、同社の登記簿謄本から、申立

人、その妻及びその子が取締役に就任していたことが確認できるが、申立

人の妻及びその子に照会しても、申立人の報酬月額及び厚生年金保険料控

除額が分かる資料を保管しておらず、このほか申立期間の厚生年金保険料

控除額について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1219 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55 年 10 月から 61 年 10 月まで 

    私のＡ社における昭和 55 年 10 月から 61 年 10 月までの厚生年金保険

の標準報酬月額は６万円から７万 6,000 円と記録されていることが分か

った。当時の標準報酬月額は 18 万円から 20 万円ぐらいだったはずだか

ら、社会保険事務所（当時）によってさかのぼって改ざんされたのでは

ないかと思うので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間当時、月額 18 万円以上の報酬を得ていたと主張し

ているものの、具体的な報酬月額の記憶が無い上、申立期間当時の報酬月

額が分かる資料が存在しないため、申立てに係る事実を確認することがで

きない。 

   また、申立人は、社会保険事務所において改ざんが行われたのではない

かとも主張しているが、申立期間当時、Ａ社において厚生年金保険被保険

者資格を取得している者全員の健康保険厚生年金保険被保険者原票及びオ

ンライン記録の標準報酬月額を確認したところ、申立人を含めすべての被

保険者の標準報酬月額がさかのぼって訂正された形跡は見当たらない。 

   さらに、Ａ社は既に解散しているところ、同社の登記簿謄本から、申立

人が取締役に就任していたことが確認でき、申立人自身が申立期間当時、

経理会計事務を担当していたと説明しているが、自らの報酬月額及び厚生

年金保険料控除額が分かる資料を保管しておらず、このほか申立期間の厚

生年金保険料控除額について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 


